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分析の視点

どの程度継続的に利用されているか？
システムの稼働時期

汎用機が利用されているのはどのようなシステムか？
汎用機が利用されているシステム

汎用機によるシステムの稼働時期

随意契約によるシステム導入は減少しつつあるか？
システム別の傾向

代表的なシステムにおける稼動年度別の傾向

システム関連費用にはどのような特徴が見られるか？
平均的費用の計算

システム別の特徴
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(1)システム稼働時期①

市区町村システムの稼動時期

多くのシステムで、5年以上運
用している割合が40%前後を

占める。

住民情報関連、税業務、国保・
年金、学齢簿では、10年以上
運用している例が20%を超え

る。

2006年、2007年に稼働したシ
ステムが20%前後を占める。
2007年に稼働したものは10%
弱程度。

住民サービス業務系システム
では最近5年の導入が大半を
占め、最近2年の導入も20%を

超える。

注：稼働時期について無回答のシ
ステムを除外して集計

システム稼働時期（市区町村）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民情報関連

税業務

戸籍

選挙投票

自動交付機

国保・年金

福祉業務

保健業務

介護保険

医療費助成

学齢簿

財務会計

庶務事務

人事給与

文書管理

土木積算

公有財産管理

統合型GIS

公営住宅管理

図書館

グループウェア

電子申請

電子申告

施設予約

電子調達

システム間連携

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～05年度

06年度

07年度
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(1)システム稼働時期②

都道府県システムの稼動時期

10年以上利用している割合が

比較的高いのは財務会計シ
ステム、給与計算システム、
公営住宅管理システム。特に
財務会計システムでは60%を

超える。

住民サービス業務系システム
及び庶務事務システム、文書
管理システム、統合型GISシ
ステムでは最近5年以内の稼

働が目立つ。

注：稼働時期について無回答の
システムを除外して集計

システム稼働時期（都道府県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財務会計

庶務事務

人事管理

給与計算

文書管理

公有財産管理

統合型GIS

公営住宅管理

図書館

グループウェア

電子申請

電子申告

施設予約

電子調達

システム間連携

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～05年度

06年度

07年度
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(2)汎用機が利用されているシステム①

市区町村における汎用機の利
用傾向

汎用機が特に多く利用されて
いるのは、住民情報関連、税
業務、国保・年金の各システム。

上記に次いで選挙投票、福祉
業務、介護保険、医療費助成、
学齢簿の各システム。
住民情報関連システムを中心
に導入が進められたものと推
測される。

内部管理業務系システムでは
財務会計、人事給与、公営住
宅管理の各システムで比較的
多く利用されている。

注： 回答されたシステムのうち処
理方式として「汎用機バッチ処
理」「汎用機オンライン処理」の
一方または双方を選択したも
のを集計

汎用機を利用したシステム導入

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800

住民情報関連

税業務

戸籍

選挙投票

自動交付機

国保・年金

福祉業務

保健業務

介護保険

医療費助成

学齢簿

財務会計

庶務事務

人事給与

文書管理

土木積算

公有財産管理

統合型GIS

公営住宅管理

図書館

グループウェア

電子申請

電子申告

施設予約

電子調達

システム間連携

導入団体数

導入団体全体汎用機を利用した導入
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(2)汎用機が利用されているシステム②

市区町村における稼働時期別の汎用機の利用傾向
住民情報関連、国保・年金、介護保険、人事給与の各システムについて、処理形
態別の稼働年度分布を次ページに示す。

住民情報関連、国保・年金の各システムでは、汎用機を利用したシステムの過半
数は稼働開始後10年以上利用されている。

介護保険システムでは、全般に稼働時期が比較的新しいため、汎用機の中で5
年以内の割合が高く、5年以内に稼働した汎用機のシステムとしては住民情報関

連等よりも多くなっている。長期にわたって運用されている汎用機のシステムと連
携して開発されていると推定される。
一方で、他の処理形態では5年以上利用しているシステムよりも5年以内のシス

テムの方が多いのに対し、汎用機ではその傾向は見られない。

人事給与システムでは、汎用機を利用したシステムは稼働開始後10年以上利用

されているものが大半を占める。
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(2)汎用機が利用されているシステム③

処理形態とシステム稼働年度（国保・年金システム）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

汎用機バッチ処理

汎用機オンライン処理

クライアントサーバ型

Webアプリケーション型

スタンドアローン型

導入団体数

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～07年度

処理形態とシステム稼働年度（住民情報関連システム）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

汎用機バッチ処理

汎用機オンライン処理

クライアントサーバ型

Webアプリケーション型

スタンドアローン型

導入団体数

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～07年度

処理形態とシステム稼働年度（介護保険システム）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100

汎用機バッチ処理

汎用機オンライン処理

クライアントサーバ型

Webアプリケーション型

スタンドアローン型

導入団体数

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～07年度

処理形態とシステム稼働年度（人事給与システム）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

汎用機バッチ処理

汎用機オンライン処理

クライアントサーバ型

Webアプリケーション型

スタンドアローン型

導入団体数

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～07年度

注：一システムで複数の処理形態を利用している例を含んで集計
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(2)汎用機が利用されているシステム④

都道府県における汎用機の利用
傾向

汎用機が特に多く利用されている
のは財務会計、給与計算の各シ
ステムで、ともに過半数の団体で
利用している。

上記に次いで公営住宅管理、人
事管理、公有財産管理で汎用機
が利用されている。
財務会計システム及び給与計算
システムとの連携によって導入が
進められたものと推測される。

その他のシステムでの利用例は
限られている。

注： 回答されたシステムのうち処理
方式として「汎用機バッチ処理」
「汎用機オンライン処理」の一方ま
たは双方を選択したものを集計

汎用機を利用したシステム導入

0 10 20 30 40 50

財務会計

庶務事務

人事管理

給与計算

文書管理

公有財産管理

統合型GIS

公営住宅管理

図書館

グループウェア

電子申請

電子申告

施設予約

電子調達

システム間連携

団体数

汎用機を利用した導入

全導入団体
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(2)汎用機が利用されているシステム⑤

都道府県における稼働時期別の汎用機の利用傾向
財務会計、給与計算の各システムについて、処理形態別の稼働年度分布を次
ページに示す。

汎用機による財務会計システムは、10年以上利用しているシステムがほとんど
である。稼働後5年未満のシステムは見られない。

汎用機による給与計算システムでも、10年以上利用しているシステムが多い。稼
働後5年未満のシステムでもバッチ処理を行っているシステムが若干見られる。

市区町村と比較して、10年以上利用しているシステム、汎用機によるシステムの

割合が高い。

5年以内の導入例では、財務会計システムではwebアプリケーション型、給与計

算システムではクライアントサーバ型の導入が多い。
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(2)汎用機が利用されているシステム⑥

処理形態とシステム稼働年度（都道府県財務会計システム）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

汎用機バッチ処理

汎用機オンライン処理

クライアントサーバ型

Webアプリケーション型

スタンドアローン型

導入団体数

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～07年度

処理形態とシステム稼働年度（都道府県給与計算システム）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

汎用機バッチ処理

汎用機オンライン処理

クライアントサーバ型

Webアプリケーション型

スタンドアローン型

導入団体数

92年度以前

93年度～97年度

98年度～02年度

03年度～07年度
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(3)随意契約の傾向①

市区町村における開発委託
先の選定方法

全般に、基幹系業務システ
ムにおいて随意契約の割
合がやや高い。

随意契約割合が40%を下

回るのは、庶務事務、文書
管理、電子申請、施設予約、
電子調達、システム間連携
の各システム。稼働時期が
比較的新しいものが目立つ。

長期的には、随意契約の
割合は減少傾向にあると
見られ、最近は割合の高い
もので50%前後と見られる。

（次ページ）

開発委託先の選定方法（全体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民情報関連

税業務

戸籍

選挙投票

自動交付機

国保・年金

福祉業務

保健業務

介護保険

医療費助成

学齢簿

財務会計

庶務事務

人事給与

文書管理

土木積算

公有財産管理

統合型GIS

公営住宅管理

図書館

グループウェア

電子申請

電子申告

施設予約

電子調達

システム間連携

随意契約

企画提案

競争入札

無回答
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(3)随意契約の傾向②

随意契約による構築割合の推移

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

92年度以前 93年度～97年度 98年度～02年度 03年度～07年度

システム稼働時期

住民情報関
連

戸籍

介護保険

財務会計

人事給与
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(4)システム関連経費の特徴 ①

5年換算の平均費用の分析
人口1万人未満、1万人以上5万人未満、5万人未満50万人未満 の3つ

のグループに分けてシステム別費用の平均値を集計

– 運用・保守費用と合算対象期間に基づいて5年換算の運用・保守費用を計算

– 構築費用と5年換算の運用・保守費用の平均値を集計

他のシステムと一括で費用を回答している例は除外

– 結果的に汎用機によるシステムの多くが除外されている

団体ごと下記のような差異があるが、全てを対象に集計

– システムが対象とする業務の範囲

– システム利用期間（構築費に含まれるシステム改修の対象期間）

– 構築費の範囲（紙帳票の電子化等が含まれるケース等）

– 運用・保守費用の範囲（入力作業・印刷作業等の委託が含まれるケース等）

– 共同運営における事務負担金が含まれるケース等

– システムの開発方式（自己開発、委託開発等）

– システムの運用方式（自己運用、iDC等に設置しての運用委託等）

– 他の団体との共同開発や共同運営の適用有無
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(4)システム関連経費の特徴 ②

平均費用に見られる傾向

全ての人口グループに共通して、税業
務システム、戸籍システム、統合型GIS
システムの費用が高額になっている。

データ入力や印刷等の業務委託が含ま
れるケースが比較的多い税業務システ
ム、介護保険システム等では、運用・保
守費用の割合が比較的高い。

戸籍システム、統合GISシステムといっ

た、システム構築時のデータ整備が必
要とされるシステムでは、構築費用の割
合が比較的高い。

自動交付機、システム間連携といった、
データ規模によらず一定の設備を必要
とするシステムでは、構築費用の割合
が比較的高く、また人口が少ないグ
ループほど他のシステムと比較して高
額になっている。

共同運営で利用料金負担での契約が
進んでいると見られる電子申請システ
ム、電子調達システムでは、運用・保守
費用の割合が高い。

5年相当の平均費用（人口1万人未満）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000

住民情報関連 (N= 128)

税業務 (N= 126)

戸籍 (N= 151)

選挙投票 (N= 69)

自動交付機 (N= 6)

国保・年金 (N= 112)

福祉業務 (N= 88)

保健業務 (N= 75)

介護保険 (N= 179)

医療費助成 (N= 55)

学齢簿 (N= 9)

財務会計 (N= 163)

庶務事務 (N= 0)

人事給与 (N= 150)

文書管理 (N= 34)

土木積算 (N= 216)

公有財産管理 (N= 11)

統合型GIS (N= 30)

公営住宅管理 (N= 63)

図書館 (N= 89)

グループウェア (N= 180)

電子申請 (N= 47)

電子申告 (N= 7)

施設予約 (N= 10)

電子調達 (N= 9)

システム間連携 (N= 5)

千円

構築費

5年相当運用・保守費

注：同じシステムでも団体別に下記のような差
異があるが、全てを対象に集計している。
・システムが対象とする業務の範囲
・稼働時期及び稼働後利用期間
・構築費の範囲（電子データ整備・専用端末の
有無等）
・運用・保守費の範囲（データ入力、印刷作業等
の委託の有無等）
・システムの開発方式（職員による自己開発、
委託開発等）
・システムの運用方式（自己運用、iDCに設置し
ての運用委託等）
・他の団体との共同開発や共同運営の有無
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(4)システム関連経費の特徴 ③
5年相当の平均費用（人口1万人以上5万人未満）

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

住民情報関連 (N= 121)

税業務 (N= 124)

戸籍 (N= 410)

選挙投票 (N= 126)

自動交付機 (N= 33)

国保・年金 (N= 125)

福祉業務 (N= 162)

保健業務 (N= 183)

介護保険 (N= 289)

医療費助成 (N= 136)

学齢簿 (N= 52)

財務会計 (N= 308)

庶務事務 (N= 9)

人事給与 (N= 294)

文書管理 (N= 91)

土木積算 (N= 446)

公有財産管理 (N= 60)

統合型GIS (N= 91)

公営住宅管理 (N= 123)

図書館 (N= 406)

グループウェア (N= 326)

電子申請 (N= 146)

電子申告 (N= 17)

施設予約 (N= 91)

電子調達 (N= 50)

システム間連携 (N= 10)

千円

構築費

5年相当運用・保守費

注：同じシステムでも団体別に下記のような差
異があるが、全てを対象に集計している。
・システムが対象とする業務の範囲
・稼働時期及び稼働後利用期間
・構築費の範囲（電子データ整備・専用端末の
有無等）
・運用・保守費の範囲（データ入力、印刷作業等
の委託の有無等）
・システムの開発方式（職員による自己開発、
委託開発等）
・システムの運用方式（自己運用、iDCに設置し
ての運用委託等）
・他の団体との共同開発や共同運営の有無

5年相当の平均費用（人口5万人以上50万人未満）

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000

住民情報関連 (N= 107)

税業務 (N= 110)

戸籍 (N= 343)

選挙投票 (N= 151)

自動交付機 (N= 111)

国保・年金 (N= 96)

福祉業務 (N= 170)

保健業務 (N= 181)

介護保険 (N= 233)

医療費助成 (N= 134)

学齢簿 (N= 86)

財務会計 (N= 251)

庶務事務 (N= 40)

人事給与 (N= 279)

文書管理 (N= 123)

土木積算 (N= 353)

公有財産管理 (N= 94)

統合型GIS (N= 108)

公営住宅管理 (N= 197)

図書館 (N= 400)

グループウェア (N= 272)

電子申請 (N= 170)

電子申告 (N= 3)

施設予約 (N= 213)

電子調達 (N= 147)

システム間連携 (N= 18)

千円

構築費

5年相当運用・保守費

注：同じシステムでも団体別に下記のような差
異があるが、全てを対象に集計している。
・システムが対象とする業務の範囲
・稼働時期及び稼働後利用期間
・構築費の範囲（電子データ整備・専用端末の
有無等）
・運用・保守費の範囲（データ入力、印刷作業等
の委託の有無等）
・システムの開発方式（職員による自己開発、
委託開発等）
・システムの運用方式（自己運用、iDCに設置し
ての運用委託等）
・他の団体との共同開発や共同運営の有無
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(5)まとめ

どの程度継続的に利用されているか？
市区町村では、5年を越えて運用されているのが40%程度、うち半数弱は10年を
超えて運用されているというシステムが多い

都道府県では、市区町村よりも長期にわたって運用されているシステムが目立ち、
中でも財務会計システムは10年以上運用している例が6割を超える。

住民サービス業務系システムは5年以内の稼働が大半であるが、市区町村では
20％前後が2年以内に稼働している。

汎用機が利用されているのはどのようなシステムか？
市区町村では基幹業務系システムに汎用機の利用が多い。5年以内に稼働した
システムでは比較的少ない。

都道府県では財務会計システム及び給与計算システムを汎用機で、長期にわ
たって運用している例が目立つ。

随意契約によるシステム導入は減っているか？
長期的には減少しつつあり、最近は多いシステムでも50%前後と見られる

システム関連費用にはどのような特徴が見られるか？
導入時にデータの整備や専用端末の導入が必要なシステムでは構築費の割合
が、日常運用に入力や大量印刷の委託が発生するシステムでは運用・保守費用
の割合が、それぞれ高くなる傾向が見られる。


